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第第
１１２２
回回
議議
会会
のの
ああ
りり
方方
研研
究究
会会
をを
開開
催催

本
会
の
議
会
の
あ
り
方
研
究
会

（
座
長
�
中
邨
章
・
明
治
大
学
名

誉
教
授
）
は
３
月
２６
日
、
全
国
都

市
会
館
で
第
１２
回
研
究
会
を
開
催
。

今
ま
で
の
議
論
の
取
り
ま
と
め
と

な
る
報
告
書
案
に
つ
い
て
、
審
議

し
た
。

同
研
究
会
は
２５
年
６
月
、
会
長

の
諮
問
機
関
と
し
て
「
地
方
分
権

時
代
に
お
け
る
議
事
機
関
と
し
て

の
議
会
の
役
割
を
果
た
す
べ
く
議

会
の
あ
り
方
に
つ
い
て
調
査
・
検

討
を
行
い
、
さ
ら
に
議
会
が
抱
え

る
具
体
的
な
諸
課
題
に
対
し
、
理

論
上
の
観
点
か
ら
の
調
査
・
研
究

に
と
ど
ま
ら
ず
、
実
務
上
の
観
点

か
ら
も
議
会
と
し
て
な
す
べ
き
方

策
を
調
査
・
研
究
す
る

こ
と
」
を
諮
問
事
項
と

し
、
２
年
程
度
を
検
討

期
間
と
し
て
本
会
に
設

置
。
学
識
経
験
者
等
６

名
を
委
員
と
し
て
２５
年

６
月
２６
日
に
第
１
回
研

究
会
（
本
紙
１
８
７
４

号
１
面
参
照
）
を
開
催
。

２６
年
１０
月
の
第
９
回
研

究
会
（
本
紙
１
９
１
９

号
２
面
参
照
）
か
ら
は
、

副
会
長
４
名
を
委
員
に

加
え
（
就
任
日
は
８
月

１
日
）
、
調
査
・
検
討

を
行
っ
て
き
た
。
２６
年

１１
月
に
大
分
市
、
諫
早
市
（
本
紙

１
９
２
３
号
１
面
参
照
）
、
２７
年

１
月
に
鳥
羽
市
、
大
津
市
（
本
紙

１
９
３
０
号
１
面
参
照
）
の
各
議

会
を
視
察
し
て
い
る
。

報
告
書
案
で
は
、
諮
問
事
項
に

対
し
て
、
「
よ
り
市
民
に
身
近
な

議
会
に
す
る
た
め
に
」
と
し
て
�

Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た
情
報
共
有
�
請

願
・
陳
情
等
の
積
極
的
な
活
用
�

公
聴
会
・
参
考
人
制
度
を
始
め
と

し
た
多
様
な
市
民
参
画
�
議
会
報

告
会
等
に
お
け
る
市
民
意
見
の
反

映
―
の
４
項
目
、
「
議
会
の
監
視

機
能
・
政
策
形
成
機
能
を
さ
ら
に

充
実
す
る
た
め
に
」
と
し
て
�
政

策
形
成
機
能
発
揮
の
た
め
の
シ
ス

テ
ム
整
備
�
外
部
の
知
見
活
用
�

予
算
に
対
す
る
審
議
の
充
実
―
の

３
項
目
、
「
議
会
改
革
を
よ
り
一

層
推
進
す
る
た
め
に
」
と
し
て
�

見
え
や
す
い
議
会
運
営
�
議
長
の

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
�
研
修
の
充
実

・
強
化
�
全
国
市
議
会
議
長
会
の

役
割
の
強
化
―
の
４
項
目
、
「
議

員
の
処
遇
等
に
つ
い
て
の
市
民
理

解
の
促
進
」
と
し
て
�
議
員
定
数

�
窓
口
の
広
い
地
方
行
政
と
議
会

の
監
視
機
能
�
例
外
と
規
則
外
の

住
民
要
望
に
対
応
す
る
議
会
�
定

数
削
減
の
具
体
的
方
法
�
議
員
報

酬
�
政
務
活
動
費
な
ど
―
の
６
項

目
に
分
け
、
調
査
・
研
究
結
果
と

し
て
ま
と
め
、
さ
ら
に
は
提
言
を

行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

今
回
の
審
議
を
踏
ま
え
、
６
月

に
は
報
告
書
を
取
り
ま
と
め
る
。

閉
会
に
当
た
り
、
今
回
が
実
質

的
に
最
後
の
研
究
会
と
な
る
た
め
、

佐
藤
祐
文
・
本
会
会
長
（
横
浜
市

議
会
議
長
）
か
ら
挨
拶
が
あ
っ
た
。

※
委
員
名
簿

▽
座
長
�
中
邨
章
・
明
治
大
学
名

誉
教
授
▽
副
座
長
�
横
道
清
孝
・

政
策
研
究
大
学
院
大
学
副
学
長
▽

委
員
�
廣
瀬
克
哉
・
法
政
大
学
教

授
、
谷
隆
徳
・
日
本
経
済
新
聞
論

説
委
員
兼
編
集
委
員
、
三
田
妃
路

佳
・
宇
都
宮
大
学
准
教
授
、
原
田

正
司
・
本
会
事
務
総
長
、
金
沢
陽

介
・
副
会
長
（
盛
岡
市
議
会
議

長
）
、
宮
田
か
つ
み
・
副
会
長
（
市

川
市
議
会
議
長
）
（
２６
年
１２
月
２４

日
ま
で
は
岩
井
清
郎
議
長
）
、
國

井
忠
男
・
副
会
長
（
岐
阜
市
議
会

議
長
）
、
広
瀬
和
範
・
副
会
長
（
徳

島
市
議
会
議
長
）

※
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
�
佐
藤
祐
文
・

会
長
（
横
浜
市
議
会
議
長
）

（
２７
年
４
月
１
日
現
在
）

本
会
が
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
を
開
設

本
会
は
４
月
１
日
に
フ
ェ
イ
ス

ブ
ッ
ク
を
開
設
し
ま
し
た
。

情
報
提
供
の
１
つ
の
ツ
ー
ル
と

し
て
、
本
会
の
活
動
、
本
会
か
ら

の
お
知
ら
せ
な
ど
を
写
真
も
交
え

な
が
ら
、
順
次
発
信
し
て
い
き
ま

す
。フ

ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
は
（h

t
t
p

s
:
/
/
w
w
w
.f
a
c
e
b
o
o
k
.c

o
m
/
s
i
g
i
c
h
o
k
a
i

）
か
ら
ご

覧
い
た
だ
け
ま
す
。
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藤
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長
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（１） 平成２７年４月１５日 第１９３７号



本
紙
で
は
、
１
９
３
６
号
か
ら
順
次
、
２６
年
度
の
本
会
各
委
員
会

の
主
な
要
望
結
果
を
掲
載
し
て
い
る
。
今
号
は
、
地
方
財
政
委
員
会

に
つ
い
て
。

地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

地
方
財
政
委
員
会
の
平
成
２６
年

度
の
要
望
は
�
平
成
２７
年
度
税
制

改
正
等
�
平
成
２７
年
度
地
方
財
政

対
策
�
地
方
創
生
の
推
進
�
平
成

２７
年
度
地
方
債
計
画
�
地
方
公
営

企
業
�
国
庫
補
助
負
担
金
�
地
方

公
会
計
―
の
７
項
目
を
大
き
な
柱

と
す
る
。

以
下
、
項
目
ご
と
に
、
主
な
要

望
結
果
に
つ
い
て
掲
載
す
る
。

��
平平
成成
２２７７
年年
度度
税税
制制
改改
正正
等等

法
人
実
効
税
率
の
見
直
し
に
当

た
っ
て
、
地
方
法
人
課
税
が
貴
重

な
地
方
税
財
源
と
な
っ
て
い
る
こ

と
な
ど
を
踏
ま
え
、
必
要
な
地
方

税
財
源
の
確
保
を
併
せ
て
検
討
し
、

地
方
財
政
に
影
響
を
与
え
る
こ
と

の
な
い
よ
う
要
望
し
て
き
た
。
２７

年
度
与
党
税
制
改
正
大
綱
に
お
い

て
、
法
人
税
改
革
に
つ
い
て
は
２７

年
度
を
初
年
度
と
し
、
以
後
数
年

で
法
人
実
効
税
率
を
２０
％
台
ま
で

引
き
下
げ
る
こ
と
を
目
指
す
と
し
、

２
０
２
０
年
度
の
基
礎
的
財
政
収

支
黒
字
化
目
標
と
の
整
合
性
を
確

保
す
る
た
め
、
制
度
改
正
を
通
じ

た
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
等
に
よ
り
、

恒
久
財
源
を
し
っ
か
り
と
確
保
す

る
と
し
て
い
る
。

償
却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税

に
つ
い
て
は
、
現
行
制
度
を
堅
持

す
る
よ
う
要
望
し
て
き
た
結
果
、

２７
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
、
廃

止
や
縮
小
は
行
わ
れ
ず
、
現
行
制

度
が
維
持
さ
れ
た
。
な
お
、
政
策

目
的
と
そ
の
効
果
、
補
助
金
等
ほ

か
の
政
策
手
段
と
の
関
係
、
新
た

な
投
資
に
よ
る
地
域
経
済
の
活
性

化
の
効
果
、
市
町
村
財
政
へ
の
配

慮
、
実
務
上
の
問
題
点
な
ど
幅
広

い
観
点
か
ら
、
引
き
続
き
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
固
定
資
産
税
に
つ
い
て

は
、
ほ
か
に
住
宅
用
地
に
対
す
る

課
税
標
準
の
特
例
の
対
象
か
ら
、

空
き
家
を
除
外
す
る
こ
と
を
要
望

し
た
。
こ
の
結
果
、
２７
年
度
税
制

改
正
に
お
い
て
、
「
空
家
等
対
策

の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
」

に
基
づ
く
必
要
な
措
置
の
勧
告
の

対
象
と
な
っ
た
「
特
定
空
家
等
」

に
係
る
土
地
に
つ
い
て
、
住
宅
用

地
に
係
る
固
定
資
産
税
と
都
市
計

画
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
の

対
象
か
ら
除
外
す
る
措
置
を
講
じ

る
こ
と
と
さ
れ
た
。

ゴ
ル
フ
場
利
用
税
に
つ
い
て
は
、

現
行
制
度
を
堅
持
す
る
よ
う
要
望

し
た
結
果
、
２７
年
度
税
制
改
正
に

お
い
て
、
要
望
ど
お
り
堅
持
す
る

と
さ
れ
た
。

��
平平
成成
２２７７
年年
度度
地地
方方
財財
政政
対対
策策

重
点
要
望
事
項
と
し
て
、
�
地

方
税
・
地
方
交
付
税
等
の
一
般
財

源
総
額
の
確
保
�
歳
出
特
別
枠
な

ど
必
要
な
歳
出
の
地
方
財
政
計
画

へ
の
計
上
と
交
付
税
の
別
枠
加
算

の
所
要
額
確
保
�
地
方
交
付
税
の

法
定
率
引
き
上
げ
―
を
要
望
し
て

き
た
。

�
に
つ
い
て
、
一
般
財
源
総
額

は
、
前
年
度
比
１
兆
１
９
０
８
億

円
増
（
２
・
０
％
増
）
の
６１
兆
５

４
８
５
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
こ

の
う
ち
、
地
方
税
は
３７
兆
４
９
１

９
億
円
と
、
２６
年
度
よ
り
２
兆
４

７
９
２
億
円
（
７
・
１
％
増
）
の

増
収
を
見
込
む
中
、
地
方
交
付
税

は
２６
年
度
よ
り
１
３
０
７
億
円
減

（
０
・
８
％
減
）
の
１６
兆
７
５
４

８
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。

�
に
つ
い
て
、
歳
出
特
別
枠

（
地
域
経
済
基
盤
強
化
・
雇
用
等

対
策
費
）
は
、
前
年
度
比
３
５
０

０
億
円
減
の
８
４
５
０
億
円
と
な

っ
た
も
の
の
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し

ご
と
創
生
や
公
共
施
設
の
老
朽
化

対
策
の
た
め
の
経
費
に
３
５
０
０

億
円
振
り
替
え
る
形
と
な
る
た
め
、

実
質
的
に
２６
年
度
の
水
準
が
確
保

さ
れ
た
こ
と
と
な
る
。
別
枠
加
算

は
地
方
税
収
増
も
見
込
み
、
前
年

度
比
３
８
０
０
億
円
減
と
一
部
縮

小
し
つ
つ
も
２
３
０
０
億
円
が
確

保
さ
れ
た
。

�
に
つ
い
て
、
２７
年
度
に
お
い

て
、
交
付
税
原
資
の
安
定
性
の
向

上
・
充
実
を
図
る
た
め
、
法
定
率

が
�
所
得
税
�
３３
・
１
％
（
２６
年

度
３２
％
）
�
法
人
税
�
３３
・
１
％

（
同
３４
％
）
�
酒
税
�
５０
％
（
同

３２
％
）
�
た
ば
こ
税
分
�
交
付
税

の
対
象
か
ら
除
外
（
同
２５
％
）
―

に
見
直
さ
れ
る
。
こ
の
結
果
、
法

定
率
分
の
増
加
は
９
０
０
億
円
を

見
込
ん
で
い
る
。

��
地地
方方
創創
生生
のの
推推
進進

包
括
的
な
交
付
金
の
創
設
を
要

望
し
て
き
た
。
２６
年
度
補
正
予
算

に
お
い
て
、
地
方
公
共
団
体
に
よ

る
地
方
版
総
合
戦
略
の
早
期
か
つ

有
効
な
策
定
と
、
こ
れ
に
関
す
る

優
良
施
策
等
の
実
施
に
対
し
て
、

地
域
住
民
生
活
等
緊
急
支
援
の
た

め
の
交
付
金
（
地
方
創
生
先
行

型
）
１
７
０
０
億
円
（
基
礎
交
付

１
４
０
０
億
円
、
上
乗
せ
交
付
３

０
０
億
円
）
が
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
地
方
創
生
・
人
口
減
少

の
克
服
の
た
め
の
歳
出
を
地
方
財

政
計
画
に
計
上
し
、
地
方
交
付
税

を
充
実
す
る
よ
う
要
望
し
た
。
地

方
公
共
団
体
が
自
主
性
・
主
体
性

を
最
大
限
発
揮
し
て
地
方
創
生
に

取
り
組
み
、
地
域
の
実
情
に
応
じ

た
き
め
細
か
な
施
策
を
可
能
に
す

る
観
点
か
ら
、
２７
年
度
地
方
財
政

計
画
の
歳
出
に
「
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
事
業
費
」
が
創
設
さ

れ
、
１
兆
円
が
計
上
さ
れ
た
。
事

業
費
は
２６
年
度
の
歳
出
の
振
り
替

え
分
５
０
０
０
億
円
（
▽
地
域
の

元
気
創
造
事
業
費
３
５
０
０
億
円

全
額
▽
歳
出
特
別
枠
１
兆
２
０
０

０
億
円
の
一
部
１
５
０
０
億
円
）

と
地
方
の
努
力
に
よ
り
捻
出
し
た

新
規
の
財
源
５
０
０
０
億
円
（
▽

法
人
住
民
税
法
人
税
割
の
交
付
税

原
資
化
に
伴
う
偏
在
是
正
効
果
１

０
０
０
億
円
▽
地
方
公
共
団
体
金

融
機
構
の
公
庫
債
権
金
利
変
動
準

備
金
の
活
用
３
０
０
０
億
円
▽
過

去
の
投
資
抑
制
に
よ
る
公
債
費
減

に
伴
い
生
じ
る
一
般
財
源
の
活
用

１
０
０
０
億
円
）
か
ら
な
る
。

��
平平
成成
２２７７
年年
度度
地地
方方
債債
計計
画画

一
般
単
独
事
業
債
の
所
要
額
確

保
を
要
望
し
た
結
果
、
２７
年
度
地

方
債
計
画
（
通
常
収
支
分
）
の
総

額
は
１１
兆
９
２
４
２
億
円
と
前
年

度
比
９
０
５
９
億
円
減
（
７
・
１

％
減
）
と
な
る
中
で
、
一
般
単
独

事
業
債
は
２
兆
５
４
３
億
円
が
計

上
さ
れ
、
前
年
度
比
４
９
６
億
円

増
（
２
・
５
％
増
）
と
な
っ
て
い

る
。起

債
対
象
事
業
の
拡
大
等
を
要

望
し
た
結
果
、
地
方
公
共
団
体
が

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
に
基

づ
き
実
施
す
る
公
共
施
設
の
集
約

化
・
複
合
化
の
た
め
に
必
要
な
経

費
と
し
て
、
公
共
施
設
最
適
化
事

業
債
が
創
設
さ
れ
た
。

��
地地
方方
公公
営営
企企
業業

２７
年
度
で
期
限
切
れ
と
な
る
公

営
競
技
納
付
金
制
度
に
つ
い
て
は
、

そ
の
延
長
を
要
望
し
た
結
果
、
３２

年
度
施
行
分
ま
で
５
年
間
の
延
長

を
規
定
す
る
「
地
方
交
付
税
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
２７

年
３
月
３１
日
に
成
立
し
て
い
る
。

��
国国
庫庫
補補
助助
負負
担担
金金

国
庫
補
助
負
担
金
に
つ
い
て
は
、

国
と
地
方
の
役
割
分
担
に
沿
っ
て
、

【
３
面
へ
続
く
】

２２６６年年度度

本本

会会

委委
員員
会会

要要
望望
結結
果果
をを
掲掲
載載
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��
��
��
��
��
��
��
��
��
��

国
が
責
任
を
持
っ
て
負
担
す
べ
き

分
野
を
除
い
て
廃
止
す
る
こ
と
な

ど
を
要
望
し
た
が
、
実
現
に
は
至

っ
て
い
な
い
。
引
き
続
き
要
望
す

る
た
め
、
２７
年
度
へ
の
申
し
送
り

事
項
と
し
て
い
る
。

��
地地
方方
公公
会会
計計

新
た
な
地
方
公
会
計
制
度
の
具

体
の
導
入
に
当
た
り
、
技
術
的
な

支
援
・
財
政
支
援
の
創
設
な
ど
、

必
要
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
を
要

望
し
て
き
た
。

統
一
的
な
基
準
に
よ
る
地
方
公

会
計
の
整
備
に
つ
い
て
、
地
方
公

共
団
体
の
事
務
・
経
費
負
担
を
軽

減
す
る
た
め
、
▽
マ
ニ
ュ
ア
ル
の

公
表
▽
シ
ス
テ
ム
の
提
供
▽
財
政

支
援
▽
人
材
育
成
支
援
―
が
講
じ

ら
れ
る
。

こ
の
う
ち
、
財
政
支
援
で
は
、

対
象
期
間
を
２６
年
度
か
ら
２９
年
度

ま
で
の
４
年
間
と
す
る
特
別
交
付

税
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。
固
定
資

産
台
帳
の
整
備
の
た
め
の
資
産
評

価
・
デ
ー
タ
登
録
等
に
要
す
る
経

費
が
対
象
と
な
る
。

【
２
面
か
ら
続
く
】

▽
鹿
児
島
市
（
鹿
児
島
県
）

住
所
、
電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番

号
は
変
更
な
し

▼
議
長

▽
豊
見
城

大
城
吉
徳
（
２
・
２３
）

▽
上
野
原

杉
本
友
栄
（
２
・
２４
）

▽
小
美
玉

市
村
文
男
（
３
・
３
）

▽
西
条

一
色
輝
雄
（
３
・
１９
）

▽
富
士
見

津
波
信
子
（
３
・
２３
）

▽
市
原

星
野
伊
久
雄
（
３
・
２４
）

▽
洲
本

笹
田

守
（
３
・
２５
）

▼
副
議
長

▽
豊
見
城

赤
嶺
一
富
（
２
・
２３
）

▽
上
野
原

山
口
好
昭
（
２
・
２４
）

▽
か
ほ
く

安
達

肇
（
３
・
１９
）

▽
西
条

西
坂

壽
（
３
・
１９
）

▽
入
間

金
澤
秀
信
（
３
・
１９
）

▽
富
士
見

尾
崎
孝
好
（
３
・
２３
）

▽
阿
波

樫
原
賢
二
（
３
・
２４
）

▽
浦
添

比
嘉
克
政
（
３
・
２４
）

▽
洲
本

柳
川
真
一
（
３
・
２５
）

▼
事
務
局
長

▽
釧
路

森

利
文
（
４
・
１
）

▽
帯
広

林

伸
英
（
４
・
１
）

▽
岩
見
沢

内
村
幸
人
（
４
・
１
）

▽
美
唄

三
上

忠
（
４
・
１
）

▽
富
良
野

川
崎
隆
一
（
４
・
１
）

▽
つ
が
る

野
呂
金
弘
（
４
・
１
）

▽
久
慈

澤
口
道
夫
（
４
・
１
）

▽
一
関

苫
米
地
吉
見
（
４
・
１
）

▽
釜
石

古
川
至
言
（
４
・
１
）

▽
白
石

古
山
幸
雄
（
４
・
１
）

▽
栗
原

氏
家
功
悦
（
４
・
１
）

▽
由
利
本
荘

鈴
木
順
孝
（
４
・
１
）

▽
仙
北

三
浦
清
人
（
４
・
１
）

▽
に
か
ほ

佐
藤
信
夫
（
４
・
１
）

▽
山
形

金
澤
孝
弘
（
４
・
１
）

▽
鶴
岡

長
谷
川
貞
義
（
４
・
１
）

▽
会
津
若
松

江
川
辰
也
（
４
・
１
）

▽
白
河

藤
田
光
徳
（
４
・
１
）

▽
須
賀
川

宗
形

充
（
４
・
１
）

▽
喜
多
方

鈴
木
富
雄
（
４
・
１
）

▽
二
本
松

斎
藤
仙
治
（
４
・
１
）

▽
伊
達
（
福
島
）

三
浦
敏
徳
（
４
・
１
）

▽
新
潟

吉
田
哲
之
（
４
・
１
）

▽
南
魚
沼

�
野
藤
夫
（
４
・
１
）

▽
滑
川

菅
沼
久
乃
（
４
・
１
）

▽
金
沢

林

充
男
（
４
・
１
）

▽
輪
島

今
井
由
夫
（
４
・
１
）

▽
勝
山

苅
安
和
幸
（
４
・
１
）

▽
�
江

�
尾
副
次
（
４
・
１
）

▽
大
町

宮
脇
哲
子
（
４
・
１
）

▽
塩
尻

百
瀬
惠
一
（
４
・
１
）

▽
立
川

小
林

滋
（
４
・
１
）

▽
武
蔵
村
山

石
川
浩
喜
（
４
・
１
）

▽
目
黒

�
橋
和
人
（
４
・
１
）

▽
渋
谷

斉
藤
則
行
（
４
・
１
）

▽
板
橋

湯
本

隆
（
４
・
１
）

▽
練
馬

小
西
將
雄
（
４
・
１
）

▽
横
須
賀

福
本
眞
和
（
４
・
１
）

▽
茅
ヶ
崎

青
木
善
明
（
４
・
１
）

▽
大
和

齋
藤
道
子
（
４
・
１
）

▽
山
梨

帯
津
毅
仁
（
４
・
１
）

▽
土
浦

中
村
孝
一
（
４
・
１
）

▽
石
岡

菊
地
宏
則
（
４
・
１
）

▽
高
萩

水
野
浩
一
（
４
・
１
）

▽
潮
来

木
村
悦
也
（
４
・
１
）

▽
那
珂

深
谷

忍
（
４
・
１
）

▽
富
岡

武
田
孝
雄
（
４
・
１
）

▽
北
本

原
島
敏
一
（
４
・
１
）

▽
八
潮

峯
岸
恒
元
（
４
・
１
）

▽
茂
原

十
枝
秀
文
（
４
・
１
）

▽
我
孫
子

増
田
信
也
（
４
・
１
）

▽
富
津

鈴
木
康
夫
（
４
・
１
）

▽
富
里

森
重
啓
治
（
４
・
１
）

▽
南
房
総

鈴
木
弘
和
（
４
・
１
）

▽
山
武

小
川
恵
計
（
４
・
１
）

▽
い
す
み

高
橋
美
喜
雄
（
４
・
１
）

▽
袋
井

村
松
清
一
（
４
・
１
）

▽
一
宮

平
林
信
幸
（
４
・
１
）

▽
安
城

神
谷
正
彦
（
４
・
１
）

▽
常
滑

澤
田
忠
明
（
４
・
１
）

▽
江
南

栗
本
浩
一
（
４
・
１
）

▽
稲
沢

大
津
典
正
（
４
・
１
）

▽
岩
倉

尾
関
友
康
（
４
・
１
）

▽
あ
ま

石
原
元
一
（
４
・
１
）

▽
松
阪

佐
藤

誠
（
４
・
１
）

▽
亀
山

松
井
元
郎
（
４
・
１
）

▽
岐
阜

後
藤
一
郎
（
４
・
１
）

▽
多
治
見

鈴
木
良
平
（
４
・
１
）

▽
関

片
桐

淳
（
４
・
１
）

▽
土
岐

土
屋
敏
則
（
４
・
１
）

▽
瑞
穂

大
岩
清
孝
（
４
・
１
）

▽
郡
上

長
岡
文
男
（
４
・
１
）

▽
豊
中

五
嶋
保
弘
（
４
・
１
）

▽
東
大
阪

小
谷
敏
行
（
４
・
１
）

▽
泉
大
津

櫻
井
大
樹
（
４
・
１
）

▽
貝
�

田
中
利
雄
（
４
・
１
）

▽
泉
佐
野

勘
六
野
正
治
（
４
・
１
）

▽
藤
井
寺

福
田
隆
秀
（
４
・
１
）

▽
泉
南

西
出
誠
司
（
４
・
１
）

▽
草
津

山
本
雅
啓
（
４
・
１
）

▽
洲
本

森
野
邊
省
輔
（
４
・
１
）

▽
淡
路

富
永
登
志
也
（
４
・
１
）

▽
宍
粟

岡
�
悦
也
（
４
・
１
）

▽
大
和
郡
山

浅
田
友
昭
（
４
・
１
）

▽
新
宮

辻

篤
樹
（
４
・
１
）

▽
津
山

山
口
一
義
（
４
・
１
）

▽
尾
道

田
房
宏
友
（
４
・
１
）

▽
下
関

田
邨

昇
（
４
・
１
）

▽
柳
井

稲
田
富
生
（
４
・
１
）

▽
周
南

松
田
秀
樹
（
４
・
１
）

▽
阿
波

坂
東
重
夫
（
４
・
１
）

▽
三
豊

山
本

定
（
４
・
１
）

▽
八
幡
浜

菊
池
和
弥
（
４
・
１
）

▽
新
居
浜

多
田
羅
弘
（
４
・
１
）

▽
四
万
十

杉
内
照
代
（
４
・
１
）

▽
筑
紫
野

中
島

実
（
４
・
１
）

▽
鹿
島

中
尾
悦
次
（
４
・
１
）

▽
武
雄

友
廣
秀
敏
（
４
・
１
）

▽
壱
岐

川
原
裕
喜
（
４
・
１
）

▽
荒
尾

有
働
康
之
（
４
・
１
）

▽
宇
城

藤
本
勇
治
（
４
・
１
）

▽
豊
後
高
田

水
江
和
徳
（
４
・
１
）

▽
豊
後
大
野

太
田
基
一
（
４
・
１
）

▽
延
岡

甲
斐
研
二
（
４
・
１
）

▽
串
間

平
塚
俊
宏
（
４
・
１
）

▽
南
九
州

下
薗
宏
一
郎
（
４
・
１
）

▽
糸
満

新
垣
善
孝
（
４
・
１
）

▽
豊
見
城

大
城

肇
（
４
・
１
）

第第
１１４４
回回
専専
門門
小小
委委
がが
開開
催催

第
３１
次
地
方
制
度
調
査
会
第
１４

回
専
門
小
委
員
会
（
委
員
長
�
長

谷
部
恭
男
・
早
稲
田
大
学
教
授
）

は
４
月
３
日
、
総
務
省
で
開
催
し

た
。３

月
２
日
開
催
の
地
制
調
第
２

回
総
会
以
降
、
初
め
て
の
専
門
小

委
と
な
る
今
回
の
会
議
で
は
「
人

口
減
少
社
会
に
的
確
に
対
応
す
る

三
大
都
市
圏
及
び
地
方
圏
の
地
方

行
政
体
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て
」

を
議
題
と
し
、
総
会
で
決
定
し
た

審
議
項
目
の
う
ち
「
こ
れ
ま
で
実

施
し
て
き
た
地
方
自
治
体
か
ら
の

意
見
聴
取
等
を
踏
ま
え
、
地
方
圏

に
生
じ
る
課
題
を
解
決
す
る
た
め

に
必
要
な
施
策
は
何
か
」
と
い
う

問
題
に
関
し
、
特
に
「
連
携
中
枢

都
市
圏
形
成
等
の
市
町
村
間
の
広

域
連
携
を
ど
の
よ
う
に
進
め
て
い

く
か
」
を
論
点
に
取
り
上
げ
、
審

議
し
た
。

議議
会会
人人
事事

新新
庁庁
舎舎
落落
成成
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総
務
省
は
３
月
２７
日
、
「
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議

員
及
び
長
の
所
属
党
派
別
人
員
調
」
を
公
表
し
た
。
同
調

査
は
、
平
成
２６
年
１２
月
３１
日
現
在
に
お
け
る
在
職
者
の
立

候
補
届
出
時
の
所
属
党
派
を
男
女
別
に
調
べ
た
も
の
。
こ

の
う
ち
、
本
紙
で
は
、
市
区
議
会
議
員
に
つ
い
て
調
査
結

果
の
概
要
を
掲
載
す
る
。

議議
員員
のの
６６２２
・・
１１
％％
はは
無無
所所
属属

２６
年
１２
月
３１
日
現
在
の
市
区
議

会
議
員
の
定
数
合
計
１
万
９
９
３

０
人
か
ら
欠
員
３
５
４
人
を
除
い

た
１
万
９
５
７
６
人
の
う
ち
、
公

明
党
が
２
３
０
２
人
で
全
体
の
１１

・
８
％
を
占
め
、
最
多
と
な
っ
た
。

次
い
で
日
本
共
産
党

が
１
８
１
７
人
、
自

由
民
主
党
が
１
６
７

１
人
と
続
く
（
表
�
）
。
自
民
党

は
２５
年
と
比
べ
、
３７
人
増
と
な
り
、

増
加
数
で
は
最
多
と
な
っ
た
。

無
所
属
は
全
体
の
６２
・
１
％
を

占
め
、
２５
年
と
比
べ
、
２
２
４
人

減
（
０
・
２
ポ
イ
ン
ト
減
）
の
１

万
２
１
４
７
人
と
な
っ
た
。

市市
区区
議議
のの
１１３３
・・
８８
％％
がが
女女
性性

２６
年
を
含
め
、
過
去
５
年
間
に

わ
た
る
全
市
区
議
会
議
員
に
占
め

る
女
性
市
区
議
会
議
員
の
数
と
割

合
の
推
移
を
取
り
ま
と
め
た
も
の

が
表
�
と
な
る
。

女
性
市
区
議
会
議
員
数
は
２
６

９
３
人
。
２５
年
と
比
べ
、
１３
人
減

少
し
た
も
の
の
、
全
体
に
占
め
る

割
合
は
、
１３
・
８
％
と
な
り
、
０

・
２
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
た
。
女
性

議
員
の
割
合
は
年
々
増
加
傾
向
と

な
っ
て
い
る
。
表
�
�
に
は
な
い

が
、
所
属
党
派
別
で
は
、
公
明
党

が
６
８
５
人
で
最
多
と
な
っ
た
。

次
い
で
、
共
産
党
が
６
８
１
人
、

民
主
党
が
１
３
２
人
と
続
く
。
所

属
市
区
議
会
議
員
に
対
し
、
女
性

の
占
め
る
割
合
が
最
も
高
い
政
党

は
共
産
党
で
３７
・
５
％
と
い
う
結

果
と
な
っ
た
。

【２０１５年４月号】
特集：政府予算編成と地方財政
巻頭言 小規模多機能自治に期

待する 神野直彦
・平成２７年度国の予算と地方財
政対策 橋本嘉一
・自治体は「地方創生」に、どのよう
に応えるべきなのか 新藤宗幸
・平成２７年度地方財政計画と自
治体財政運営への影響

小西砂千夫

・２０１５年度政府予算と地方景気
谷 隆徳

・政府予算に見る各府省の重点
施策
◇新連載◇地方議員が開く「政
策の窓」 牧瀬 稔
◆好評連載◆
時流観望／議会紹介 Ver.２

株式会社

中央文化社
ご注文・問い合わせは
直接 TEL ０３‐３２６４‐２５２０ 又は FAX ０３‐３２６４‐２８６７
URL http : //chuoubunkasha.web.fc2.com/

平成２５年１２月

％

（１１．６）

（ ９．２）

（ ８．２）

（ ４．５）

（ １．３）

（ ０．０）

（ ０．０）

（ ０．０）

（ ２．８）

（６２．３）

（１００．０）

２０，１５１人

人

２，３０８

１，８２４

１，６３４

８８５

２６８

―

―

２

５６０

１２，３７１

１９，８５２

２９９

平成２６年１２月

％

（１１．８）

（ ９．３）

（ ８．５）

（ ４．３）

（ １．３）

（ ０．１）

（ ０．０）

（ ０．０）

（ ２．６）

（６２．１）

（１００．０）

１９，９３０人

人

２，３０２

１，８１７

１，６７１

８３９

２５４

２９

１

―

５１６

１２，１４７

１９，５７６

３５４

党 派

公 明 党

日本共産党

自由民主党

民 主 党

社会民主党

維 新 の 党

次世代の党

生 活 の 党

諸 派

無 所 属

計

欠 員

定数合計

総務省

地
方
議
会
議
員
の

所
属
党
派
調
査

表� 全市区議会議員に占める女性
市区議会議員の数と割合の推移

※地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員
調（各年１２月３１日現在）を基に本紙が作成

折線グラフ：女性市区議会議員の割合（左目盛）
棒 グ ラ フ：女性市区議会議員の数（右目盛）

表� 市区議会議員の所属党派別人員調

※地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調

（各年１２月３１日現在）を基に本紙が作成

※構成比（％）は、それぞれ小数点以下第２位を四捨五入で

表記しているため合計数は１００％とならない

共同編集：全国市議会議長会・全国町村議会議長会

議員研修誌 月刊 地方議会人
Ａ�版・６８頁・定価７５２円（年間購読料９，０２４円）

第１９３７号 平成２７年４月１５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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